
1. 概況 1頁 8. 生産 12頁

2. 個人消費 5頁 9. 雇用 13頁

3. インバウンド 7頁 10. 消費者物価 14頁

4. 設備投資 8頁 11. 企業倒産 15頁

5. 住宅投資 9頁 付. 近畿の主な経済指標 16頁

6. 公共投資 10頁 (参考) 掲載データ等の出所一覧 17頁

7. 貿易 11頁

　＜目次＞

　　     近畿経済の動き

 

 

 

 

 

                                       
          

              

 

  

 

2023 年 12 月 26 日 No.749 

◆京都総研コンサルティング◆  

（ 調 査 部 ） 

近畿エリア（京都、滋賀、大阪、兵庫、奈良）の経済動向について直近の経済指標を基に取りまとめたものです。 

 近畿の経済動向 [2023年12月] 

 

 

 

緩やかに持ち直している。  

 

 

 

 

 

今月公表された調査結果（ 2023 年 10 月指標を中心として）では、住宅投資は弱含んでおり、

生産は一進一退。個人消費は緩やかに改善し、設備投資は増加。雇用は緩やかに持ち直してい

る。  

なお、街角の景況感を示す景気ウォッチャー調査では、 11 月の景気の現状判断指数（ DI）は

49.6（前月比 +1.3）であり、3 ヶ月ぶりに上昇したが、中立水準の 50 を 2 ヶ月連続で下回った。 

この間、海外での軍事紛争の拡大に伴う影響が懸念されるなど、先行き不透明感の強い状態

が続いている。  
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総括判断、項目別の動向 主要経済指標（注2）     　                 　　　　 　　　

2023年10月 2023年11月 2023年12月 経済指標項目 23年8月 23年9月 23年10月

総括判断 緩やかに持ち直している。 緩やかに持ち直している。 緩やかに持ち直している。 百貨店・スーパー販売額(既存店）＜前年同月比、%＞ 9.1 9.3 6.3

個人消費 緩やかに改善している 緩やかに改善している 緩やかに改善している 家電大型専門店販売額 ＜前年同月比、%＞ 2.6 4.5 0.4

住宅投資 弱含んでいる 弱含んでいる 弱含んでいる 乗用車新規登録・届出台数 ＜前年同月比、%＞ 23.8 11.9 13.3

公共投資 請負金額は前年同月を下回った 請負金額は前年同月を上回った 請負金額は前年同月を下回った 消費者物価指数＜前年同月比、%＞ 3.2 3.0 3.2

設備投資 増加している 増加している 増加している 住宅投資 新設住宅着工戸数 ＜前年同月比、%＞ ▲ 18.3 ▲ 2.4 ▲ 11.2

輸出 前年同月を下回った 前年同月を下回った 前年同月を下回った 公共投資 公共工事請負金額 ＜前年同月比、%＞ ▲ 13.3 5.3 ▲ 32.0

生産 一進一退 一進一退 一進一退 輸出 貿易額 ＜前年同月比、%＞ ▲ 4.1 ▲ 2.2 ▲ 8.8

雇用 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 輸入 貿易額 ＜前年同月比、%＞ ▲ 15.6 ▲ 15.6 ▲ 14.9

総括判断については当社作成 生産 鉱工業生産指数 ＜前月比、%＞ 3.8 1.2 ▲ 3.3

有効求人倍率 ＜倍＞ 1.21 1.21 1.21

完全失業率 ＜%＞ 3.3 3.1 2.9

企業倒産 倒産件数 ＜前年同月比、%＞ 44.4 36.7 42.8

項目

個人消費

▲ 1.5

（注2）上記表中の数値は福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の2府5県
出所：近畿経済産業局｢近畿経済の動向｣

（注1）項目別の動向については近畿経済産業局「近畿経済の動向」より作成
　 　　 2023年12月の項目別の動向については、2023年10月指標を中心として作成

5.07.4

雇用

コンビニエンスストア販売額＜前年同月比、%＞

（注1）

近畿経済の動き               1.概況  
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全国(11月) DI 前月差

現状 49.5 0.0

先行き 49.4 +1.0

近畿(11月) DI 前月差

現状 49.6 +1.3

先行き 47.5 +0.6

3ヶ月ぶりに上昇したが、中立水準の50を2ヶ月連続で下回った。

4ヶ月ぶりに上昇したが、中立水準の50を3ヶ月連続で下回った。

景況感

緩やかな回復基調が続いているものの、一服感がみられる。

価格上昇の影響等を懸念しつつも、緩やかな回復が続くとみている。

DIの動向

<内閣府の景気ウォッチャー調査の全国・近畿の景気の現状判断・先行き判断指数(ＤＩ)> <景気判断理由の概要 (近畿)（◎良、○やや良、□不変、▲やや悪、×悪）>

出所 ： 景気ウォッチャー調査（内閣府）
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2022年1月

近畿3府県にまん延防止等
重点措置適用

◎
観光型ホテル
（経営者）

○
百貨店
（売場マネージャー）

○ スーパー（店長）

○ 旅行代理店（役員）

□ 百貨店（企画担当）

□
百貨店
（マネージャー）

□ スーパー（店員）

□
家電量販店
（企画担当）

□
観光型ホテル
（経営者）

▲ 家電量販店（店員）

▲
住宅販売会社
（総務担当）

×
衣料品専門店
（経営者）

・物価の上昇が続くなか、消費マインドの低下で、必要最低限
の物しか買わない傾向がある。ぜいたく品の購買意欲は低く、
来客数の減少につながっている。

・建築資材価格や人件費の上昇に伴う価格転嫁の影響が、受
注面にはっきりと出始めている。

・消費者の購買意欲が低調で、最低限の消費で我慢している。

・前年は全国旅行支援で良かったため、今年は反動減を懸念し
ていたが、国内旅行、海外旅行共に単価が上昇している。

・11月前半は気温が高かった影響もあり、インバウンドを除いた
国内売上は厳しい状態が続いた。インバウンドについても、月中
旬までは動きが少し低調であった。その後、月後半になって気
温が低下し、国内売上は復調傾向となったほか、インバウンドも
紅葉シーズンの本格化などで、関連売上が回復している。

・野菜の価格は少し下がってきたが、まだ高い。他の商品も値
上がりしているため、メニューに悩む客が増えている。

・暖冬の影響で暖房器具の動きが鈍く、例年は秋商戦に動く調
理家電の売上も、軒並み前年を下回っている。

・コロナ禍による影響が３年間続き、ようやく少し解放されたが、
景気にはまだ底力がみられない。

・全体的に景気は上向いているが、前年は全国旅行支援のクー
ポン利用で、県外からも多くの客が来店したため、売上や来客
数は前年を下回っている。

・11月は個人客、団体客共に、順調な推移となっている。スタッ
フの人手不足がなければ、もっと客を取り込めていた。来客数は
2019年よりも少ないが、宿泊単価の上昇もあり、売上は2019年
の水準にかなり近づいている。

・海外からの観光客の増加が顕著であり、景気全体としては上
向きである一方、国内需要は厳しい状況にある。現状は、個人
の消費意欲が喚起されているとはいえない。

・衣料品の販売点数の前年比は105％と、久しぶりに前年の実
績を上回った。ただし、在阪球団の優勝記念セールの恩恵が大
きく、数字だけをみるとやや上向きではあるが、クリアランスセー
ルの影響を除くと、余り変わらない。

近畿経済の動き               市中の景況感 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇景気ウォッチャー調査は現在の景気や将来の景気について 5 段階評価で回答してもらい景気の判断指数（DI）を算出、指数が 50 以上なら景気の現状（3 ヶ月前と比べて）や見

通し（今後 2～3 ヶ月先）は良く、50 以下なら悪いとされている。 

〇近畿の景気の現状判断指数は 49.6（前月比+1.3）と 3 ヶ月ぶりに上昇したが、中立水準の 50 を 2 ヶ月連続で下回った。インバウンドの増加が続く中、百貨店や都市型ホテル、コ

ンビニなどを中心に売上の増加が続いている。一方、物価上昇による悪影響が様々な業種に出ており、消費マインドの低下や節約志向の強化が続いている。 

〇先行き判断指数は 47.5（前月比+0.6）と 4 ヶ月ぶりに上昇したが、中立水準の 50 を 3 ヶ月連続で下回った。引き続きインバウンドの増加に対する期待が大きい。また、今冬は新

型コロナの 5 類感染症への移行後、初めてのクリスマス・年末商戦を迎えるため、百貨店や飲食店、スーパー等でも売上の増加が期待されている。 
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3 (▲ 2)
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16 (9)

　

近畿

2024年3月
先行き

▲ 3

▲ 2

2023年9月
前回調査

▲ 1

13

区　　分

大企業

6

23年12月調査

10.4

▲ 2.0

中堅企業

14

2023年度計画

日本銀行の四半期調査日銀短観12月調査によると、近畿地区では企業の業況感を示す業況判断ＤＩ
(業況が「良い」と答えた企業の割合(％)－「悪い」と答えた企業の割合(％))は、次の通り。

13

2023年6月

12 21

2023年12月
全国

2023年12月
現状

売上高
＜前年度比、%＞

23年9月調査

1.1 1.0 0.5

15

　設備投資額

(含む土地投資額)
＜前年度比、%＞

年度計画

6.07.0

0.7
　経常利益

＜前年度比、%＞

　

9

14

0

8

16

7.8

6

10

23年6月調査

※（　　）は前回（2023年9月）調査時予測

日銀短観(近畿地区、四半期調査)

10

5

18

1

14

全産業

非製造業

1製造業

中小企業

13

近畿地区の規模別の日銀短観 業況判断指数

また、日本銀行の四半期調査日銀短観12月調査による近畿地区における売上高、経常利益、

設備投資額(含む土地投資額)の前年度比は、以下の通り。
近畿地区の産業別の日銀短観 業況判断指数
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現状 ＋11
先行き ＋6
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全産業

近畿経済の動き        企業の景況感（日銀短観 12 月調査） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

〇全国企業短期経済観測調査とは、日本銀行が年 4 回（3、6、9、12 月）、景気の現状と先行きについて企業に直接アンケート調査を行い、その集計結果や分析結果をもとに日本

の経済を観測するものである。 

〇近畿地区の全産業の業況判断指数は+11（前回調査比+5 ポイント）となった。製造業は 4（同+7 ポイント）と 4 四半期ぶりにプラスとなり、非製造業は+16（同+2 ポイント）と 7 四半

期連続のプラスとなった。また、先行き（2024 年 3 月見通し）については全産業で+6 と足元から 5 ポイントの悪化予測となった。 
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※( 　)は前回(令和5年7～9月期)調査時の見通し。

※( 　)は前回(令和5年7～9月期)調査時の見通し。

4.8 (7.3)

区　分

全規模

中小企業

中堅企業

1.2

3.2 (6.2)

6.8 (10.0)

大企業

2.4 (5.4)

5年10～12月
現 状 判 断

1.5

区　分

大企業

3.9

▲3.7 (0.7)

4.0 (6.8)

6年1～3月
見 通 し

〈近畿　企業の景況判断ＢＳＩの現状判断と見通し〉

1.0

中小企業

中堅企業

▲7.8 (▲3.8)

0.2 (8.1)

▲2.8

▲2.3 (2.9)

3.7 (9.3)

5年10～12月
現 状 判 断

6年1～3月
見 通 し

6年4～6月
見 通 し

6年4～6月
見 通 し

〈全国　企業の景況判断ＢＳＩの現状判断と見通し〉
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近畿 企業の規模別の景況判断BSI(法人企業景気予測調査)
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現状判断

製造業

非製造業

全産業 見通し

出所：財務省・近畿財務局「法人企業景気予測調査」

（％ポイント）

（％ポイント）

近畿経済の動き        企業の景況感（法人企業景気予測調査） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

〇法人企業景気予測調査のＢＳＩ(ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｻｰﾍﾞｲ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ)は、景況が前期と比べて「上昇」とする企業の構成比(%)から「下降」とする企業の構成比(%)を差し引いたもので、景況感

の変化の方向を 0 が中立水準となるよう指数化したものである。 

〇財務省の法人企業景気予測調査によると、近畿の企業の景況感に関する現状判断（5 年 10～12 月期）は、全規模が 0.2 となった。規模別では大企業は 3.7、中堅企業は 4.8、 

中小企業は▲5.2 となった。先行きについて、6 年 1～3 月期は、大企業は 2.4、中堅企業は 0.6、中小企業は▲7.6 で推移する見通しとなっている。 
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2023年10月 2023年10月 品目 品目

全国 13,037 億円 +2.8 % 滋賀県(注2） 216 億円 +0.5 % 衣料品計 ▲6.8 % 衣料品計 ▲6.7 %

近畿(注1） 1,963 億円 +2.5 % 大阪府 752 億円 +4.4 % 身の回り品 ▲3.4 % 身の回り品 ▲8.0 %

京都府 213 億円 +2.1 % 兵庫県 523 億円 +2.4 % 飲食料品 +3.5 % 飲食料品 +3.8 %

奈良県（注2） 172 億円 ▲0.9 % 家具 ▲9.5 % 家具 ▲13.6 %

家庭用電気機械器具 ▲0.9 % 家庭用電気機械器具 +17.2 %

家庭用品 +9.8 % 家庭用品 ▲0.5 %

衣料品計 ▲6.7 % 衣料品計 ▲6.3 %

身の回り品 ▲5.6 % 身の回り品 ▲4.1 %

飲食料品 +2.9 % 飲食料品 +3.3 %

家具 ▲14.1 % 家具 ▲11.5 %

家庭用電気機械器具 +3.2 % 家庭用電気機械器具 +0.0 %

家庭用品 +10.3 % 家庭用品 +41.0 %

衣料品計 ▲5.7 % 衣料品計 ▲4.8 %

身の回り品 ▲5.7 % 身の回り品 +9.6 %

飲食料品 +3.6 % 飲食料品 ▲0.6 %

家具 ▲13.4 % 家具 ▲13.7 %

家庭用電気機械器具 ▲8.3 % 家庭用電気機械器具 +1.1 %

家庭用品 ▲4.3 % 家庭用品 ▲5.2 %

衣料品計 ▲9.4 %

身の回り品 ▲5.0 %

飲食料品 +1.7 %

家具 ▲22.9 %

家庭用電気機械器具 ▲10.2 %

家庭用品 ▲4.8 %

<全国・近畿・近畿各府県のスーパーの売上高金額> <全国・近畿・近畿各府県のスーパーの品目別動向>

京
都
府

奈
良
県

前年同月比前年同月比 前年同月比 前年同月比

滋
賀
県

売上高 売上高

全
国

大
阪
府

近
畿

兵
庫
県

(注1)近畿には福井県、和歌山県を含む。
(注2)滋賀県と奈良県についてはスーパー単独の計数が公表されていないため、(百貨店＋スーパー)

の数字を挙げている。

22/10 11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

全国 1.6 1.6 3.5 1.6 0.0 0.7 3.4 2.3 2.9 4.3 4.2 2.8 2.8

近畿 1.4 1.8 3.4 1.7 ▲ 0.3 0.7 2.7 2.6 2.7 4.0 4.1 2.8 2.5

京都 2.8 3.6 4.6 2.1 0.5 0.7 5.6 3.9 2.5 4.7 4.0 2.6 2.1

滋賀 2.7 2.4 0.9 1.8 ▲ 1.5 0.2 1.8 2.6 1.3 2.4 4.4 2.8 0.5

大阪 1.0 2.4 4.6 2.7 0.8 2.1 3.7 3.5 4.4 5.4 5.3 4.3 4.4

兵庫 0.5 ▲ 0.1 2.7 0.5 ▲ 1.1 0.0 1.8 1.8 2.3 3.4 3.3 2.4 2.4

奈良 2.2 2.5 2.6 2.4 0.9 ▲ 0.2 1.1 1.7 0.1 3.0 2.3 1.1 ▲ 0.9

▲ 3.0

▲ 2.0

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0
(％) スーパー売上高 (既存店ベース前年同月比)

全国 近畿 京都 滋賀 大阪 兵庫 奈良

全国

奈良

大阪

滋賀

京都

兵庫

近畿

近畿経済の動き         2.個人消費 (1)スーパー売上高  
 

 

 

 

 

〇全 国：10 月のスーパー売上高(既存店)は、1 兆 3,037 億円（前年同月比+2.8%）となり、13 ヶ月連続で前年を上回った。 

〇近 畿：10 月のスーパー売上高(既存店)は、1,963 億円（前年同月比+2.5%）となり、8 ヶ月連続で前年を上回った。 

〇10 月の近畿全体のスーパー売上高(既存店)は、品目別にみると「家具」は前年を大幅に下回り、「衣料品計」、「身の回り品」は前年を下回ったが、「飲食料品」、「家庭用電気

機械器具」は前年を上回り、「家庭用品」は前年を大幅に上回ったため、全体として前年を上回った。 
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2023年11月 品目 品目

全国 5,023 億円 +7.1 % 衣料品計 +8.6 % 衣料品計 +17.8 %

京都市 230 億円 +13.0 % 身の回り品 +15.5 % 身の回り品 +34.9 %

大阪市 819 億円 +15.9 % 化粧品 +16.8 % 化粧品 +27.1 %

神戸市 119 億円 +8.3 % 美術・宝飾・貴金属 +3.6 % 美術・宝飾・貴金属 +6.2 %

（注）店舗数調整前 家具 +1.7 % 家具 ▲8.5 %

食料品計 +1.0 % 食料品計 +5.6 %

衣料品計 +17.1 % 衣料品計 +7.1 %

身の回り品 +32.8 % 身の回り品 +8.3 %

化粧品 +33.8 % 化粧品 +18.6 %

美術・宝飾・貴金属 +6.6 % 美術・宝飾・貴金属 +22.2 %

家具 +2.1 % 家具 +17.6 %

食料品計 +0.8 % 食料品計 +4.1 %

<全国・各都市の百貨店売上高> <全国・各都市の品目別動向>

京
都
市

大
阪
市

売上高(注) 前年同月比

神
戸
市

全
国

前年同月比 前年同月比

22/11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

全国 4.3 3.9 14.9 19.9 9.3 8.2 5.9 6.5 8.4 11.5 8.9 5.8 7.1

京都市 6.4 9.5 18.3 23.2 16.1 18.1 11.0 13.2 17.4 19.5 15.6 16.6 13.0

大阪市 13.3 8.7 22.2 28.7 17.0 13.7 14.7 14.8 15.1 22.3 27.1 14.8 15.9

神戸市 3.3 10.2 9.1 19.2 16.5 12.8 10.9 16.9 10.3 16.6 12.4 10.9 8.3

0

5

10
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20

25

30
（%） 〈百貨店売上高（前年同月比）〉

近畿経済の動き        2.個人消費（2）百貨店売上高   

 

 

 

 

 

 

  

〇全 国：11 月の百貨店売上高は 5,023 億円（前年同月比+7.1%）（店舗数調整前）となり、21 ヶ月連続で前年同月を上回った。 

〇京都市･大阪市･神戸市：11 月の百貨店売上高は、京都市は 230 億円（前年同月比+13.0%）、大阪市は 819 億円（同+15.9%）、神戸市は 119 億円（同+8.3%）と前年同月を上回っ

た。 
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免税売上高指数 +165.5 %

免税売上件数指数 +479.4 %

免税件数 37,038 件 +714.7 % +33.2 % 件 27,798 件

免税単価 82,152 円 ▲31.3 % +68.7 % 円 48,706 円

免税売上額 30億 4,274 万円 +460.0 % +124.7 % 万円 13億 5,393 万円

総売上額 (注3) 206億 9,245 万円 +16.3 % ▲29.2 % 万円 160億 1,670 万円

免税売上割合 +14.7 ％ ％ +8.5 ％

2022年10月
（指数：2013/4＝100）

667.4

179.6

2022年10月

1,040.6

京都市内4百貨店(注2)における免税売上

（指数：2013/4＝100）

2019年10月

4,546

119,514

5億 4,331

177億 8,507

+ 11.6 ﾎﾟｲﾝﾄ +6.3ﾎﾟｲﾝﾄ +3.1

2023年10月 前年同月比
2019年

10月対比

1,772.0

近畿地域の百貨店免税売上(注1)

2023年10月
前年同月比

（注1）インバウンド需要の観点から主要とみられる大阪、京都、神戸の百貨店各店舗における

外国人旅行客などの非居住者による消費税免税物品の購入額および件数

（免税申請ベース）。

（注2）京都市内4百貨店：京都高島屋、ジェイアール京都伊勢丹、大丸京都店、藤井大丸

(五十音順)

（注3）総売上額には免税対象とならない飲食サービス売上等も含まれる(税別)。

近畿地域の百貨店免税売上高指数 （指数：2013/4＝100）
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2020年1月

新型コロナウイルス

国内感染者発生

2021年4月

近畿3府県に緊急事態

宣言再々発令

2021年8月
近畿4府県に緊急事態
宣言再々々発令

近畿経済の動き              3.インバウンド 

 

 

  

○近畿のインバウンドの動向は、10 月の近畿地域の百貨店免税売上高指数（指数：2013 年 4 月＝100）が 1,772.0（前年同月比+165.5%）と大幅に上昇した。 
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全国 3,966 億円 +33.8 %

近畿 454 億円 ▲9.8 %

京都府 30 億円 ▲66.7 %

滋賀県 61 億円 +166.4 %

大阪府 150 億円 ▲50.0 %

兵庫県 123 億円 +62.1 %

奈良県 89 億円 +562.3 %

京都府 7,557 ㎡ 16 億円 ▲70.6 %

滋賀県 11,331 ㎡ 17 億円 +8.4 %

大阪府 25,472 ㎡ 65 億円 ▲75.3 %

兵庫県 28,430 ㎡ 116 億円 +145.1 %

奈良県 18,380 ㎡ 76 億円 +586.0 %

京都府 6,382 ㎡ 13 億円 ▲60.3 %

滋賀県 16,281 ㎡ 43 億円 +568.0 %

大阪府 41,017 ㎡ 85 億円 +129.6 %

兵庫県 4,421 ㎡ 7 億円 ▲74.8 %

奈良県 7,153 ㎡ 13 億円 +449.1 %

卸売業・小売業
(10月)

着工床面積

前年同月比

前年同月比

<近畿各府県の製造業の工事費の動向>

<近畿各府県の卸売業・小売業の工事費の動向>

工事費

前年同月比

<全国、近畿各府県の工事費（製造業・卸売業・小売業の合計）の動向>

着工床面積 工事費

2023年10月
工事費

（製造業・卸売業
・小売業の合計）

製造業(10月)
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製造業

近畿経済の動き              4.設備投資    

 

 

 

    

 

 

  

〇都道府県に出された着工建築物工事費予定額(以下、工事費)は、建築物関係の設備投資に関する先行指標となっている。 

〇全 国：製造業と卸売業・小売業を合わせた 10 月の工事費は 3,966 億円（前年同月比+33.8%）と 2 ヶ月連続で前年を上回った。  

〇近 畿：製造業と卸売業・小売業を合わせた 10 月の工事費は 454 億円（前年同月比▲9.8%）と 2 ヶ月ぶりに前年を下回った。滋賀県、奈良県、兵庫県で前年を大幅に上回った

が、京都府、大阪府で前年を大幅に下回ったため、近畿全体での工事費は前年を下回った。 
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対前年同月比 対前年同月比 対前年同月比

戸　 %　 戸　 %　 戸　 %　

71,769 ▲6.3 18,078 ▲17.2 31,671 ▲1.0 

地域
近 畿
( 注 2 ） 12,445 ▲10.6 2,531 ▲14.1 5,812 ▲5.5 

京 都 1,106 ▲17.4 310 ▲19.9 501 ▲9.6 

滋 賀 798 ▲44.6 323 ▲11.3 401 3.4

大 阪 6,393 ▲7.2 814 ▲10.2 3,446 ▲10.8 

兵 庫 3,240 ▲1.0 687 ▲15.2 1,127 11.0

奈 良 462 ▲23.5 186 ▲28.7 157 ▲25.9 

うち うち
対前年同月比 マンション 対前年同月比 一戸建 対前年同月比

戸　 %　 戸 % 戸 %

21,582 ▲1.2 10,174 9.4 11,368 ▲8.8 

地域
近 畿
( 注 2 ） 4,068 ▲2.8 2,496 3.2 1,566 ▲11.1 

京 都 293 ▲25.8 89 ▲52.7 204 ▲1.4 

滋 賀 73 ▲18.0 0 0.0 73 ▲18.0 

大 阪 2,121 1.2 1,423 11.6 692 ▲15.1 

兵 庫 1,407 ▲2.4 984 3.0 423 ▲13.1 

奈 良 119 ▲9.2 0 0.0 119 ▲9.2 

（注1）戸数の合計は次の通りであるが、表では給与住宅を省略している。
　　　 戸数の合計＝持家＋貸家＋分譲住宅＋給与住宅
（注2）新設住宅着工戸数の近畿の戸数については和歌山県も含む。

<全国・近畿・近畿各府県の新設住宅着工戸数>

新設住宅・利用関係別

2023年10月 戸数の合計（注1） 持家 貸家

都
道
府
県
別

全国

都
道
府
県
別

新設住宅・利用関係別

2023年10月 分譲住宅
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近畿経済の動き               5.住宅投資  

 

 

 

 

  

〇全 国：10 月の新設住宅着工戸数は、71,769 戸（前年同月比▲6.3%）と 5 ヶ月連続で前年を下回った。 

〇近 畿：10 月の新設住宅着工戸数は、12,445 戸（前年同月比▲10.6%）と 5 ヶ月連続で前年を下回った。大阪府、兵庫県で前年を下回り、京都府、滋賀県、奈良県で前年を大幅

に下回ったため、近畿全体での着工戸数は前年を大幅に下回った。 
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<全国と近畿の府県別・発注者別の公共工事請負金額>
全国・近畿各府県

全国 7,647 億円 +9.9 %
近畿(注1） 961 億円 +34.8 %

京都府 147 億円 +126.6 %
滋賀県 103 億円 +49.4 %
大阪府 310 億円 +27.2 %
兵庫県 269 億円 +19.5 %
奈良県 39 億円 ▲23.7 %

（注1）公共工事請負金額の近畿の金額については和歌山県も含む。

発注者別
国 60 億円 ▲17.1 %

独立行政法人等 87 億円 +42.2 %
都道府県 269 億円 +27.0 %
市町村 472 億円 +47.2 %

その他公共的団体 71 億円 +56.8 %
 

工事名称（注2）
対象額

(百万円）

京都府
新山科浄水場導水トンネル築造工事契約番号第42
90003400-006号

2,388

滋賀県
新名神高速道路奥山田川橋他1橋（PC上部工）
工事（その2）

941

大阪府 岸和田市貝塚市斎場整備運営事業 3,173

兵庫県 令和4年度加東市社地域小中一貫校建設工事 3,992

奈良県

発注者

加東市

工事請負金額

工事請負金額

大津市

前年同月比

工事場所

前年同月比

<近畿管内（除く和歌山県）の主な工事>

京都市
上下水道局

京都市

西日本高速道路㈱
関西支社

岸和田市 岸和田市

加東市

（注2）工事名称については、簡略化して記載しているものもある。
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▲7.0

6.0

▲29.7

34.8

▲ 40.0

▲ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

23/6 7 8 9 10 11

（％）（億円） 近畿
金額（億円）

前年比(%)
295 

142 

182 

208 

134 
147 

▲0.1

7.0 24.2

25.4

▲22.9

126.6

▲ 30.0

0.0

30.0

60.0

90.0

120.0

150.0

0

50

100

150

200

250

300

23/6 7 8 9 10 11

（％）（億円） 京都府
金額（億円）

前年比(%)

545 635 

377 

565 

405 

310 

9.8

80.5

▲10.8

9.6

▲7.9

27.2

▲ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

150

300

450

600

750

900

23/6 7 8 9 10 11

（％）（億円） 大阪府

金額（億円）

前年比(%)
406 

107 78 
113 

112 103 

143.3

▲19.8 ▲19.0

14.7

▲17.7

49.4

▲ 50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

0

100

200

300

400

500

23/6 7 8 9 10 11

（％）（億円） 滋賀県

金額（億円）

前年比(%)

1,150 

380 
284 308 

324 
269 

141.9

33.8

0.1

▲4.3

▲55.4

19.5

▲ 100.0

▲ 50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

0

300

600

900

1,200

1,500

23/6 7 8 9 10 11

（％）（億円） 兵庫県

金額（億円）

前年比(%)
222 

95 

65 

75 
62 

39 

204.1

18.0

49.6

▲22.1

27.3

▲23.7
▲ 50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

0

40

80

120

160

200

240

23/6 7 8 9 10 11

（％）（億円） 奈良県

金額（億円）

前年比(%)

近畿経済の動き               6.公共投資   

 

 

 

 

  

〇全 国：公共工事の前払金保証制度により集計した 11 月の公共工事請負金額は、7,647 億円（前年同月比+9.9%）と 3 ヶ月連続で前年を上回った。 

〇近 畿：11 月の公共工事請負額は、961 億円（前年同月比+34.8%）と 2 ヶ月ぶりに前年を上回った。 

※公共工事請負金額の近畿の金額については和歌山県も含む。 
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全国(輸出)
減少項目

船舶 1,096 億円 ▲22.9 %
鉄鋼 3,669 億円 ▲11.6 %

半導体等製造装置 2,833 億円 ▲10.6 %

全国(輸入)
減少項目

石炭 4,133 億円 ▲48.0 %
液化天然ガス 4,938 億円 ▲34.1 %
原油及び粗油 10,832 億円 ▲11.5 %

近畿
対世界(11月)

▲7.1 %

▲12.8 %

1,227 億円

近畿

アジア（中国含む） 11,266 億円 ▲5.2 %
米国 2,735 億円 ▲16.0 %
ＥＵ 1,722 億円 ▲12.2 %

近畿（輸出）
減少項目

鉱物性燃料 35 億円 ▲83.2 %
建設用・鉱山用機械 732 億円 ▲19.1 %

近畿（輸入）
減少項目

原油及び粗油 692 億円 ▲48.0 %
天然ガス及び製造ガス 873 億円 ▲34.9 %

<全国の輸出・輸入の動向>

前年同月比

前年同月比

金額（前年同月比）

億円16,403輸入

億円

前年同月比

前年同月比

7ヶ月連続の減少

8ヶ月連続の減少

前年同月比

<近畿の輸出・輸入の動向>

価額

輸出

金額

17,630

価額

10ヶ月連続の輸出超
差引

価額

地域別（輸出） 金額

価額

22/11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

輸出額 20.0 11.5 3.5 6.5 4.3 2.6 0.6 1.5 ▲ 0.3 ▲ 0.8 4.3 1.6 ▲ 0.2

輸入額 30.6 21.2 17.2 8.2 7.1 ▲ 2.7 ▲ 10.2 ▲ 13.1 ▲ 14.1 ▲ 17.6 ▲ 16.5 ▲ 12.5 ▲ 11.9

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0
<全国の輸出入額 （前年同月比）>

輸入額

輸出額

(％)

22/11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

アジア

（中国含む）
10.0 4.0 ▲ 7.4 ▲ 2.9 ▲ 3.1 ▲ 7.0 ▲ 10.1 ▲ 10.4 ▲ 11.5 ▲ 3.5 ▲ 6.5 ▲ 6.7 ▲ 5.2

米国 55.0 16.2 25.3 30.7 12.1 17.2 7.7 ▲ 0.0 26.0 ▲ 7.9 10.1 ▲ 11.6 ▲ 16.0

EU 24.6 25.0 1.6 12.2 ▲ 9.3 9.8 ▲ 4.9 ▲ 0.9 ▲ 6.8 ▲ 1.0 1.4 ▲ 22.4 ▲ 12.2

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
<近畿の主な国（地域）別輸出額 （前年同月比）>(％)

EU

アジア

米国

22/11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

輸出額 18.9 9.5 ▲ 0.2 5.1 1.3 0.8 ▲ 6.4 ▲ 7.1 ▲ 5.0 ▲ 4.1 ▲ 2.2 ▲ 8.8 ▲ 7.1

輸入額 24.1 17.0 7.2 0.2 2.0 ▲ 3.4 ▲ 13.4 ▲ 15.5 ▲ 17.1 ▲ 15.6 ▲ 15.6 ▲ 14.9 ▲ 12.8

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0
<近畿の輸出入額 （前年同月比）>

輸出額

輸入額

(％)

全国
対世界(11月)

▲0.2 % ▲5.6 %

▲11.9 % ▲3.5 %

▲ 7,769 億円

全国

アジア（中国含む） 46,023 億円 ▲4.1 %
米国 18,144 億円 +5.3 %
ＥＵ 8,614 億円 ▲0.0 %

前年同月比

3ヶ月ぶりの減少

8ヶ月連続の減少

金額（前年同月比） 数量（前年同月比）

2ヶ月連続の減少

13ヶ月連続の減少

地域別(輸出) 金額

金額

輸出 88,196 億円

輸入 95,965 億円

差引
2ヶ月連続の輸入超

近畿経済の動き                7.貿易  
 

 

 

  

〇全 国：11 月の貿易額は、輸出が 8 兆 8,196 億円（前年同月比▲0.2%）、輸入が 9 兆 5,965 億円（同▲11.9%）となり 7,769 億円の輸入超過となった。 

〇近 畿：11 月の貿易額は、輸出が 1 兆 7,630 億円（前年同月比▲7.1%）、輸入が 1 兆 6,403 億円（同▲12.8%）となり 1,227 億円の輸出超過となった。 
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+7.0 % ▲2.7 %
+6.6 % ▲2.1 %
+6.1 % ▲2.0 %

▲18.2 % +46.0 %
▲6.7 % +36.1 %
+10.6 % ▲6.7 %
+3.7 % ▲4.7 %

+25.2 % ▲11.0 %
+23.1 % ▲6.6 %
▲8.9 % +22.1 %
▲4.8 % +5.2 %

▲31.7 % +17.9 %
▲9.0 % +6.9 %
+9.3 % ▲78.6 %
+7.6 % ▲11.1 %

生産指数

生産指数
91.0 ▲3.3 %
86.8 +2.7 %
97.7 ▲7.0 %
105.2 +11.4 %
91.1 ▲1.3 %
87.5 +1.4 %

（注1）大阪府の10月の指数については、当レポート作成時点で未公表
のため9月分を掲載しているが、近畿の生産指数は大阪府の10月の指
数で算出している。
10月の指数については、1月発刊分に掲載する。

京都府
(10月)

食料品・たばこ

食料品滋賀県
(10月) 汎用・業務用機械

           滋賀県（10月）

電気・情報通信機械

生産用機械

大阪府
(9月)

前月比
輸送機械〈除.自動車工業〉(航空機用発動機部品)

電子部品・デバイス（モス型IC〈メモリ〉）

主に変動のあった業種

低下した業種（寄与した主な品目）

電子部品・デバイス

パルプ・紙・紙加工品（印刷用紙〈塗工〉等）

           近　 畿（10月）

全国の鉱工業生産指数(10月) 104.9 +1.3

生産用機械

%

前月比

窯業・土石製品

前月比

           京都府（10月）

業務用機械

印刷

奈良県
(10月)

主に変動のあった業種

           奈良県（10月）

           大阪府（9月）(注1）
           兵庫県（10月）

電子部品・デバイス

繊維

生産用機械

化学

石油・石炭製品

金属製品

兵庫県
(10月)

汎用・業務用機械

輸送機械

生産用機械

輸送機械

輸送機械

<全国の鉱工業生産指数（2020年＝100）>

<近畿・近畿各府県の鉱工業生産指数>
（近畿、近畿各府県：2015年＝100）

プラスチック製品

電気機械

金属製品

近畿
（10月）

<全国・近畿・近畿各府県の鉱工業生産の動向>

前月比

全国（10月）
前月比

前月比

化学〈除.無機・有機化学〉（医薬品）

<全国・近畿・近畿各府県の業種別動向>

石油・石炭製品（灯油）

食料品・たばこ（発泡酒・新ジャンルビール）

上昇した業種（寄与した主な品目）

（注2）鉱工業生産指数は、都道府県により発表時期が異なるため、12月25日時点で作成している。

（注3）全国の指標は2023年4月より「2020年＝100」とする基準改定が実施された。以前の数字についても遡って改定されている。

年 月

22 10 86.5 ▲ 3.9 97.5 ▲ 11.0 90.7 0.4 97.6 0.9 84.7 ▲ 3.2 95.6 ▲ 1.4 105.5 ▲ 1.7

11 87.3 0.9 103.8 6.5 93.7 3.3 98.2 0.6 85.0 0.4 94.2 ▲ 1.5 105.5 0.0

12 91.5 4.8 112.9 8.8 94.3 0.6 97.5 ▲ 0.7 84.5 ▲ 0.6 94.4 0.2 104.9 ▲ 0.6

23 1 86.4 ▲ 5.6 92.4 ▲ 18.2 91.6 ▲ 2.9 100.4 3.0 84.5 0.0 88.6 ▲ 6.1 100.8 ▲ 3.9

2 96.1 11.2 94.9 2.7 88.1 ▲ 3.8 96.1 ▲ 4.3 80.6 ▲ 4.6 90.5 2.1 104.5 3.7

3 93.9 ▲ 2.3 102.5 8.0 95.4 8.3 92.7 ▲ 3.5 82.9 2.9 92.1 1.8 104.8 0.3

4 91.0 ▲ 3.1 99.2 ▲ 3.2 89.9 ▲ 5.8 94.2 1.6 87.0 4.9 91.6 ▲ 0.5 105.5 0.7

5 86.9 ▲ 4.5 105.0 5.8 92.4 2.8 91.7 ▲ 2.7 88.9 2.2 89.6 ▲ 2.2 103.2 ▲ 2.2

6 92.1 6.0 109.1 3.9 86.6 ▲ 6.3 93.0 1.4 87.7 ▲ 1.3 91.6 2.2 105.7 2.4

7 85.1 ▲ 7.6 90.4 ▲ 17.1 98.5 13.7 93.1 0.1 87.1 ▲ 0.7 89.6 ▲ 2.2 103.8 ▲ 1.8

8 88.0 3.4 109.7 21.3 ｒ 94.4 ▲ 4.2 89.7 ▲ 3.7 85.2 ▲ 2.2 93.0 3.8 103.1 ▲ 0.7

9 ｒ 84.5 ▲ 4.0 ｒ 105.0 ▲ 4.3 ｐ 105.2 11.4 ｒ 92.3 2.9 ｒ 86.3 1.3 ｒ 94.1 1.2 103.6 0.5

10 ｐ 86.8 2.7 ｐ 97.7 ▲ 7.0 ｐ 91.1 ▲ 1.3 ｐ 87.5 1.4 ｐ 91.0 ▲ 3.3 104.9 1.3

 出所：経済産業省、近畿経済産業局、京都府、滋賀県、大阪府、兵庫県、奈良県ＨＰ、近畿には和歌山県、福井県を含む p:速報値、r:改訂値

(全国：2020年＝100）

京都府 滋賀県 大阪府 兵庫県 全  国　(注3)

前月比指数 前月比 指数 前月比

近畿

指数

奈良県

前月比

<鉱工業生産指数(季節調整済)>（注2） （近畿・近畿各府県：2015年＝100）

指数 前月比 指数 前月比指数 前月比 指数

近畿

大阪

滋賀

京都

<鉱工業生産指数>
（全国：2020年＝100、近畿・近畿各府県：2015年＝100）

奈良

兵庫

全国

近畿経済の動き                 8.生産  

 

 

 

  

○全 国：10 月の鉱工業生産指数は、104.9（前月比+1.3%）と 2 ヶ月連続で上昇した。 

○近 畿：10 月の鉱工業生産指数は、91.0（前月比▲3.3%）と 3 ヶ月ぶりに低下した。 
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2023年10月 有効求人倍率(注1)

全国 1.30 ▲1.8 %
近畿(注2) 1.21
京都府 1.23 ▲1.7 %
滋賀県 1.06 ▲5.4 %
大阪府 1.29 ▲1.0 %
兵庫県 1.03 ▲1.9 %
奈良県 1.15 ▲8.4 %

2023年10月 産業別新規求人数 産業別新規求人数
建設業 ▲6.2 % 建設業 ▲14.5 %
製造業 ▲10.6 % 製造業 ▲7.9 %

卸売業、小売業 ▲3.0 % 卸売業、小売業 +2.3 %
宿泊業、飲食サービス業 +2.2 % 宿泊業、飲食サービス業 ▲4.0 %

医療・福祉 +1.3 % 医療・福祉 ▲0.8 %
建設業 ▲18.4 % 建設業 +6.8 %
製造業 ▲9.7 % 製造業 ▲16.5 %

卸売業、小売業 ▲0.8 % 卸売業、小売業 +3.4 %
宿泊業、飲食サービス業 ▲3.4 % 宿泊業、飲食サービス業 ▲17.1 %

医療・福祉 +9.7 % 医療・福祉 ▲3.1 %
建設業 +0.7 % 建設業 ▲12.8 %
製造業 ▲19.0 % 製造業 ▲16.2 %

卸売業、小売業 +8.8 % 卸売業、小売業 ▲7.4 %
宿泊業、飲食サービス業 ▲29.7 % 宿泊業、飲食サービス業 ▲13.2 %

医療・福祉 ▲7.4 % 医療・福祉 ▲2.5 %

+0.01
0.00

▲0.01
▲0.02
0.00
+0.02

京都府

(注3)

兵庫県

前年同月比（％）前年同月比（％）

+0.01

<全国・近畿各府県の産業別新規求人数>

奈良県

<全国・近畿・近畿各府県の有効求人倍率・新規求人数>

<全国・近畿・近畿各府県の有効求人倍率・有効求人倍率の先行指数である新規求人数の動向>

前月比
（ポイント）

2023年10月

大阪府

新規求人数
(前年同月比）

滋賀県

全国

（注1）有効求人倍率はパートを含む、季節調整後。

（注2）近畿の有効求人倍率には和歌山県、福井県も含む。

（注3）近畿の新規求人数（前年同月比）は未公表。

有効求人倍率（季節調整済）
京都府 滋賀県 大阪府 兵庫県 奈良県 近畿 全  国

年 月 指数(倍) 指数(倍) 指数(倍) 指数(倍) 指数(倍) 指数(倍) 指数(倍)

22 10 1.24 1.17 1.29 1.06 1.24 1.23 1.34
11 1.26 1.20 1.31 1.07 1.24 1.25 1.35
12 1.26 1.21 1.31 1.08 1.22 1.25 1.36

23 1 1.25 1.20 1.29 1.06 1.22 1.24 1.35
2 1.24 1.17 1.30 1.02 1.22 1.23 1.34
3 1.21 1.11 1.31 1.01 1.20 1.22 1.32
4 1.21 1.13 1.33 1.03 1.11 1.23 1.32
5 1.23 1.12 1.32 1.01 1.14 1.23 1.31
6 1.22 1.08 1.31 1.00 1.12 1.21 1.30
7 1.20 1.08 1.30 0.99 1.16 1.20 1.29
8 1.22 1.09 1.31 0.99 1.19 1.21 1.29
9 1.24 1.08 1.29 1.01 1.14 1.21 1.29
10 1.23 1.06 1.29 1.03 1.15 1.21 1.30

22/10 11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

全　国 7.9 8.7 4.8 4.2 10.4 0.7 ▲ 0.9 3.8 ▲ 2.1 ▲ 2.5 1.0 ▲ 3.4 ▲ 1.8

京　都 15.0 2.2 ▲ 4.9 13.4 8.3 ▲ 15.0 12.8 2.8 ▲ 18.4 14.5 3.8 ▲ 3.3 ▲ 1.7

滋　賀 2.2 17.2 14.1 11.8 3.5 5.6 ▲ 4.5 0.7 ▲ 1.9 ▲ 1.6 ▲ 8.0 ▲ 4.1 ▲ 5.4

大　阪 9.3 7.1 2.4 4.4 14.0 5.2 3.7 8.3 1.5 2.0 4.3 ▲ 1.8 ▲ 1.0

兵　庫 6.3 10.8 1.6 ▲ 3.1 1.7 ▲ 3.2 ▲ 4.6 ▲ 2.3 ▲ 5.3 ▲ 4.9 ▲ 5.7 ▲ 2.4 ▲ 1.9

奈　良 2.8 5.1 ▲ 3.9 4.6 12.7 ▲ 3.2 ▲ 20.7 ▲ 1.1 ▲ 3.2 ▲ 9.0 0.4 ▲ 9.5 ▲ 8.4

(前年同月比、％)        <新規求人数（原数値）>

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

22/10 11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

全国 近畿 京都 滋賀 大阪 兵庫 奈良

(倍)

滋賀

大阪

全国

京都

<有効求人倍率>

奈良

兵庫

近畿

近畿経済の動き                 9.雇用  

 

 

 

 

  

〇「有効求人倍率」は企業の求人数を求職者数で割ったもので、倍率が高いほど雇用情勢は良いと判断される。 

〇10 月の全国の有効求人倍率は、1.30 倍（前月比+0.01 ポイント）となった。近畿各府県については、京都府、滋賀県は前月を下回り、大阪府は前月と同水準、兵庫県、奈良県

は前月を上回った。新規求人数（前年同月比）については、近畿各府県で前年を下回った。 
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全国・近畿各都市 物価指数

全国（11月） 106.4 +2.5 %

京都市（11月） 106.5 +2.6 %

大津市（11月） 105.0 +2.4 %

大阪市（11月） 105.7 +1.8 %

神戸市（11月） 105.6 +2.7 %

奈良市（11月） 107.0 +3.2 %

<全国・近畿各都市のコア消費者物価指数の動向・前年同月比　（2020年＝100：全国、京都市、大津市、大阪市、神戸市、奈良市）>

前年同月比

※近畿については、近畿全体の統計は公表
されていない。

22/11 12 23/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

全国 3.7 4.0 4.2 3.1 3.1 3.4 3.2 3.3 3.1 3.1 2.8 2.9 2.5

京都市 3.4 3.8 4.0 2.9 3.4 3.3 3.3 3.1 2.9 2.8 2.5 2.7 2.6

大津市 3.0 3.3 3.5 2.2 2.7 2.6 2.5 2.5 2.6 2.7 2.3 2.5 2.4

大阪市 4.3 4.7 4.9 3.4 3.7 3.9 3.5 3.4 3.2 3.5 3.0 2.6 1.8

神戸市 3.3 3.4 3.9 2.9 3.0 3.4 3.6 3.4 3.3 3.4 3.0 3.1 2.7

奈良市 3.2 3.3 4.1 3.2 3.1 3.5 3.5 3.0 3.0 3.2 2.8 3.0 3.2
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近畿経済の動き              10.消費者物価   
 

 

 

 

 

  

〇消費者物価指数は、世帯が購入する商品やサービスの価格を総合して指数化したもので、このうち、天候により価格が変動する生鮮食品を除いたものがコア消費者物価指数

である。 

〇全 国：11 月のコア消費者物価指数は、106.4（前年同月比+2.5%）となった。 

〇近 畿：11 月のコア消費者物価指数は、各都市で前年同月を+1.8%～+3.2%上回った。 
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全国

2023年11月 件 万円

前年同月比 % %

近畿

2023年11月 件 万円

前年同月比 % %

226

+59.1

▲17.9

▲8.4

<全国・近畿・近畿各府県の企業倒産件数(負債額1,000万円以上)・負債総額>

負債総額

倒産件数 負債総額

948億 7,100

177億 3,100

倒産件数

807

+38.9

（参考）企業倒産状況 　     

年 月 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額

22 11 16 26 2 1 85 76 29 83 9 5 142 193 581 1,156

12 24 15 10 3 93 99 33 25 6 1 174 145 606 791

23 1 24 25 9 14 77 61 35 11 4 1 153 114 570 565

2 20 17 10 3 66 55 32 138 8 10 142 228 577 966

3 19 15 6 1 99 115 48 41 8 7 188 184 809 1,474

4 24 7 8 1 73 86 34 11 6 6 148 112 610 2,038

5 20 9 10 2 83 78 45 639 9 2 174 733 706 2,787

6 35 44 10 46 100 68 49 29 8 5 206 196 770 1,509

7 30 13 7 5 90 60 32 7 7 5 173 92 758 1,621

8 32 14 9 17 87 48 45 40 13 9 191 130 760 1,083

9 33 16 6 1 84 208 48 5,869 8 1 188 6,102 720 6,919

10 26 5 13 7 92 50 48 33 6 4 196 105 793 3,080

11 30 23 4 1 112 90 61 49 11 9 226 177 807 948

出所：東京商工リサーチ (負債総額1,000万円以上、近畿の件数、負債総額については和歌山県を含む）

（単位:件・億円）

京都府 滋賀県 大阪府 兵庫県 奈良県 近畿 全  国
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<近畿各府県の倒産件数の推移>

京都府 滋賀県 大阪府 兵庫県 奈良県

（件）

大阪

兵庫

京都

滋賀

奈良

近畿経済の動き              11.企業倒産  

  

 

 

 

 

 

 

  

○全国：11 月の企業倒産件数(負債額 1,000 万円以上)は、件数が 807 件(前年同月比+38.9%)、負債総額は 948 億 7,100 万円(同▲17.9%)であった。 

○近畿：11 月の企業倒産件数(負債額 1,000 万円以上)は、件数が 226 件(前年同月比+59.1%)、負債総額は 177 億 3,100 万円(同▲8.4%)であった。  ※近畿には和歌山県も含む 
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<公共工事請負金額>
　

年 月 請 負 額 前年同月比 請 負 額 前年同月比 請 負 額 前年同月比 請 負 額 前年同月比 請 負 額 前年同月比 請 負 額 前年同月比 請 負 額 前年同月比

22 11 65 ▲ 31.9 69 ▲ 25.2 244 1.0 225 ▲ 1.6 51 63.9 713 ▲ 6.1 6,961 ▲ 7.6

12 161 66.1 61 ▲ 54.9 252 13.0 208 ▲ 26.0 34 ▲ 38.2 761 ▲ 10.5 6,283 ▲ 8.4

23 1 64 24.7 46 ▲ 12.8 295 32.6 110 ▲ 31.1 33 33.5 616 5.2 5,088 ▲ 2.3

2 85 0.7 85 92.3 336 47.1 189 36.2 30 ▲ 34.7 792 27.5 8,978 52.2

3 172 ▲ 32.9 165 12.2 443 ▲ 23.3 466 31.8 78 ▲ 6.3 1,610 0.6 15,301 5.5

4 234 ▲ 36.6 256 ▲ 20.0 1,149 ▲ 21.7 571 19.8 101 ▲ 39.1 2,518 ▲ 15.8 20,480 1.9

5 228 10.3 120 ▲ 33.8 1,014 138.9 289 ▲ 18.9 153 114.6 1,969 36.7 14,162 11.8

6 295 ▲ 0.1 406 143.3 545 9.8 1,150 141.9 222 204.1 2,775 65.1 18,151 9.9

7 142 7.0 107 ▲ 19.8 635 80.5 380 33.8 95 18.0 1,511 33.8 13,802 6.8

8 182 24.2 78 ▲ 19.0 377 ▲ 10.8 284 0.1 65 49.6 1,088 ▲ 7.0 11,146 ▲ 3.6

9 208 25.4 113 14.7 565 9.6 308 ▲ 4.3 75 ▲ 22.1 1,446 6.0 12,995 0.1

10 134 ▲ 22.9 112 ▲ 17.7 405 ▲ 7.9 324 ▲ 55.4 62 27.3 1,145 ▲ 29.7 10,933 3.6

11 147 126.6 103 49.4 310 27.2 269 19.5 39 ▲ 23.7 961 34.8 7,647 9.9
出所：西日本建設業保証㈱ 資料により作成(近畿の請負額については和歌山県を含む)

京都府 滋賀県
（単位：億円、％）

大阪府 全  国近畿兵庫県 奈良県

<新設住宅着工戸数>    

年 月 戸数 前年同月比 戸数 前年同月比 戸数 前年同月比 戸数 前年同月比 戸数 前年同月比 戸数 前年同月比 戸数 前年同月比

22 10 1,339 ▲ 2.0 1,441 75.7 6,888 18.7 3,274 21.3 604 ▲ 6.1 13,918 18.4 76,590 ▲ 1.8

11 1,067 ▲ 8.6 825 0.2 5,539 ▲ 4.7 2,930 4.3 580 29.8 11,279 ▲ 1.5 72,372 ▲ 1.4

12 1,042 ▲ 20.3 828 ▲ 2.7 5,443 20.1 2,651 2.2 578 23.5 10,986 7.7 67,249 ▲ 1.7

23 1 1,499 33.0 533 ▲ 19.0 5,640 33.3 2,775 59.2 444 ▲ 14.0 11,245 28.8 63,604 6.6

2 1,236 22.5 686 21.0 5,910 40.2 2,081 ▲ 10.3 382 ▲ 3.8 10,673 20.3 64,426 ▲ 0.3

3 1,171 ▲ 19.0 856 ▲ 37.6 8,137 15.0 2,635 2.1 375 8.7 13,445 2.0 73,693 ▲ 3.2

4 1,016 ▲ 37.5 545 ▲ 13.2 5,358 ▲ 20.5 2,685 ▲ 18.6 444 7.5 10,360 ▲ 20.9 67,250 ▲ 11.9

5 1,674 40.8 922 8.7 4,866 2.5 2,376 12.7 533 26.6 10,649 9.9 69,561 3.5

6 1,360 ▲ 2.1 844 ▲ 4.0 5,607 ▲ 6.2 2,180 ▲ 15.7 489 ▲ 4.7 10,705 ▲ 8.4 71,015 ▲ 4.8

7 1,185 ▲ 14.9 842 8.8 5,318 ▲ 9.1 2,367 ▲ 5.7 439 ▲ 22.0 10,541 ▲ 7.9 68,151 ▲ 6.7

8 1,096 ▲ 28.0 775 ▲ 22.6 4,747 ▲ 25.4 2,796 ▲ 0.0 476 ▲ 16.5 10,305 ▲ 18.8 70,399 ▲ 9.4

9 1,032 ▲ 18.7 755 ▲ 9.3 6,907 5.6 2,412 6.5 471 ▲ 28.0 11,923 ▲ 1.4 68,941 ▲ 6.8

10 1,106 ▲ 17.4 798 ▲ 44.6 6,393 ▲ 7.2 3,240 ▲ 1.0 462 ▲ 23.5 12,445 ▲ 10.6 71,769 ▲ 6.3

出所:住宅着工統計(国土交通省)、近畿経済産業局(近畿の戸数については和歌山県を含む) 

（単位:戸、％）

京都府 滋賀県 大阪府 兵庫県 奈良県 近畿 全  国

付. 近畿の主な経済指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．近畿の主な経済指標 

Ⅳ．近畿の主な経済指標 
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 （参考） 掲載データ等の出所一覧

【 日　本 】 【 近　畿 】

指　標　名 　デ　ー　タ　出　所 指　標　名 　デ　ー　タ　出　所

 ＧＤＰ  内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」  項目別の動向  近畿経済産業局「近畿経済の動向」

 景気動向指数  内閣府「景気動向指数」  主要経済指標  近畿経済産業局「近畿経済の動向」

 業況判断ＤＩ  日本銀行「全国企業短期経済観測調査」  財務省「法人企業景気予測調査」

貿 易  実質輸出入  日本銀行「実質輸出入の動向」  近畿財務局「法人企業景気予測調査」

生 産  鉱工業生産・出荷・在庫  経済産業省「鉱工業指数」  日本銀行大阪支店「全国企業短期経済観測調査結果（近畿地区）」

 住宅着工戸数  国土交通省「建築着工統計調査報告」  市中の景況感  内閣府「景気ウォッチャー調査」

 設備投資 （実質GDPベース）  内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」  スーパー売上高  近畿経済産業局「百貨店・スーパー販売状況（近畿地域）」

 資本財出荷  経済産業省「鉱工業出荷内訳表」  百貨店売上高  日本百貨店協会「全国百貨店売上高概況」

 機械受注  内閣府「機械受注統計調査報告」  外国人観光客百貨店売上高  日本銀行大阪支店「百貨店免税売上（関西地域）」

 建築着工  国土交通省「建築着工統計調査報告」  京都市内4百貨店における免税売上  公益財団法人　京都市観光協会「京都市観光協会データ月報」

 公共工事出来高  国土交通省「建設総合統計」  着工建築物工事費予定額  国土交通省「建築着工統計調査報告」（建築物着工統計）

 有効求人倍率  厚生労働省「一般職業紹介状況」  新設住宅着工戸数  国土交通省「建築着工統計調査報告」（住宅着工統計）

 常用雇用指数  厚生労働省「毎月勤労統計調査」  公共工事請負金額  西日本建設業保証「公共工事動向」

 完全失業率   総務省「労働力調査」  財務省「貿易統計」

 賃金指数  厚生労働省「毎月勤労統計調査」  大阪税関「近畿圏 貿易概況」

 消費総合指数  内閣府「月例経済報告」  経済産業省「鉱工業指数」

 消費性向  総務省統計局「家計調査」  近畿経済産業局「鉱工業指数」

 小売業販売額  経済産業省「商業動態統計」  各府県「鉱工業指数」

 日本自動車販売協会連合会「新車販売台数」  厚生労働省「一般職業紹介状況」

 全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車販売」  近畿経済産業局「近畿経済の動向」

 家電大型専門店販売額  経済産業省「商業動態統計」  各労働局の労働市場に関する月報等

 第3次産業活動指数  経済産業省「第三次産業活動指数」  総務省統計局「消費者物価指数」

 宿泊旅行  観光庁「宿泊旅行統計調査」  各府県「消費者物価指数」

 消費者物価  総務省統計局「消費者物価指数」 倒 産  倒産件数、負債総額  東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」

 国内企業物価  日本銀行「企業物価指数」

 輸出入物価  日本銀行「企業物価指数」

 為替相場 （円/ドル）  日本銀行「外国為替市況（日次）」（高値・安値の平均）

 国債利回り  日本証券業協会「公社債店頭売買参考統計値」

 株価  各種情報ベンダー「日経平均株価」

物 価

金 融

 企業の景況感
　　　　　　（公表月にのみ掲載）

物 価

雇 用

概 況

概 況

 乗用車新車販売台数 (含む軽)

消 費

投 資

貿 易

生 産

 輸出入額

 鉱工業生産

 有効求人倍率、新規求人数

 消費者物価

投 資

雇 用

イン
バウンド

消 費
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